
主 な 補 正 項 目

(単位:千円)１ 震災・原発関連対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 被災者生活再建支援基 729,654 ○東日本大震災及び今後の通常災害による 総 務 部

[消防防災課]金拠出金 被災世帯への生活再建支援金の支給に対

応するため、都道府県が拠出し設置して

いる被災者生活再建支援基金に追加拠出

［被災者生活再建支援金の概要］

・住宅の被害程度に応じた基礎支援金

50～100万円

・住宅の再建方法に応じた加算支援金

50～200万円

・財源：基金1/2、国庫補助1/2

［被災者生活再建支援基金の概要］

・追加拠出総額：880億円

東日本大震災分 342億円

通常災害積戻し分 538億円

・本県拠出額：729,654千円

東日本大震災分 283,570千円

通常災害積戻し分 446,084千円

新 放射能調査体制の強化 78,000 ○放射能調査体制の強化のため、県内にモ 総 務 部

[原子力安全ニタリングポストの増設及び環境試料分

対策課]析装置を整備

［整備概要］

・モニタリングポスト 4台

・環境試料分析装置 1台

［財源］国10/10



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

新 農畜産物の放射性物質 51,000 ○福島第一原子力発電所の事故による影響 農林水産部

］検査等事業 を受けた農畜産物について、風評被害の［農畜産振興課

防止や安全性を確認するための検査等を

実施

・島根県内でと畜する肉用牛全頭につい

て放射性セシウムを検査

・その他緊急を要する検査等

農業経営等緊急対応資 債務負担行 ○福島第一原子力発電所の事故に伴う風評 農林水産部

］金貸付金 為 被害を受け、経営に影響が生じた畜産農 ［農業経営課

家を支援するため、融資枠を拡大

[融資枠] 263百万円→400百万円

（融資機関への預託額は既定予算内）

[融資対象]

肉用牛の価格下落等により、畜産経営

の収入が減少した農業者

[融資限度額]

減収額又は減収見込み額

（ ）上限：個人1000万円・法人3000万円

（ ）[融資利率] 無利子 信用保証料率0.25%

（ ）[償還期間] 10年以内 うち据置3年以内

[債務負担行為の概要]

・設定期間 H24～33

・損失補償 39,000千円

新 生活福祉資金貸付事務 17,229 ○震災被災地での生活福祉資金の貸付事務 健康福祉部

[地域福祉課]等支援事業 等を支援するため、県・市町村社会福祉

（ ）協議会職員の派遣経費を助成 国10/10

［事業主体］島根県社会福祉協議会

［参考］

　既定予算により実施した主な放射性物質検査
　・東北・関東地域産で原発事故以降に収集され、県内に納入された稲わら
　・放射性物質に汚染された稲わらを給与した可能性のあるＪＡ雲南の出荷した牛の肉
　・県内でと畜する肉用牛全頭（県外産の牛を含む）
　・ＪＡ雲南肥育センターの牛ふん等を原料に使用した堆肥製造所の堆肥
　・県内全域の米（旧市町村ごとに玄米と稲わらをサンプリング）



(単位:千円)２ 社会基盤・生活基盤整備
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

公共事業 959,735 ○国補助及び交付金の内示等に伴う補正 農林水産部

806百万円 土 木 部

○集中豪雨や台風等による災害対策事業特別会計を

141百万円含む合計額

1,173,335 道路維持修繕、港湾維持修繕及び急傾斜

地崩壊対策等



(単位:千円)３ 農林水産業対策
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

高病原性鳥インフルエ 18,467 ○高病原性鳥インフルエンザ発生に起因し 農林水産部

［ ］ンザ防疫対策緊急支援 て必要となる養鶏施設の復旧のうち、既 食料安全推進課

事業 存機能分を対象として経費を助成

［助成率］1/3以内

森林病害虫等被害緊急 20,000 ○急激に拡大しているナラ枯れ被害木周辺 農林水産部

［ ］対策事業 の面的伐採の取組を支援 森林整備課

[事業期間] H22～H23

［伐採面積］100ha増(208ha→308ha)

［事業主体］素材生産業者等（森林組

合、伐採業者等）

［助成単価］200千円/ha

(単位:千円)４ 商工業振興
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

地域商業再生支援緊急 10,000 ○観光誘客などのにぎわい創出や地域商業 商工労働部

[中小企業課]対策事業 の振興につながる空店舗を活用した取組

を支援

[補 助 率]・家 賃1/3(最長24ヵ月）

・改装費1/4

[補助上限額] 168万円

[事 業 期 間] H21～23

[箇 所 数]

当初見込 補 正 後

空店舗活用

64店舗 75店舗共同店舗の

空区画含む



(単位:千円)５ 医療の確保
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

地域医療再生計画事業 280,012 ○医師不足が深刻な地域における医療従事 健康福祉部

[医療政策課]（国基金事業） 者の育成・確保や医療機関の施設・設備

整備の支援など、地域医療提供体制を整

備

１．医師確保対策

①県西部の産科医師の安定確保のため、

大学による医学生の知識・技術修得等

の取組経費を助成

②特定診療科医師育成支援資金

医師不足の産科に従事意欲がある初期

臨床研修医に対する貸付制度を創設

［ ］ ）貸付金額 3,000千円/年(上限2年間

③医師・看護師の研修・実習経費、研

修コーディネーター経費を助成

④地域医療支援センター等整備費助成

［事業主体］島根大学 など

２．ドクターヘリの環境整備

臨時離着陸場の離着陸時の砂埃を抑制

するため、芝生化等を実施

３．医療情報ネット等を活用した地域医療

支援

①医療連携ネットワーク基盤の整備支援

②広域災害緊急医療情報システムの整備

４．医療機関の施設・設備整備費助成

①浜田医療センターの新生児室拡張

②済生会江津総合病院・高砂病院の統合

再編

③鳥取大学医学部附属病院の救命救急セ

ンターの医療機器等整備

子宮頸がん等ワクチン 64,437 ○子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌の各 健康福祉部

[薬事衛生課]接種事業 ワクチン接種に係る経費の助成枠を拡充

（国基金事業） ［補助率］1/2

［事業主体］市町村



(単位:千円)６ 子育て支援
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

安心こども基金事業 276,105 ○子どもを安心して生み育てる環境を整備 健康福祉部

[青少年家庭課]（国基金事業） するための取組を推進

①保育所の開設・改築・大規模修繕の費

用を助成

②電力需給対策に伴う企業等の就業時間

等の変更に対応するため、市町村が実

施する休日保育・延長保育、放課後児

童クラブの運営経費を助成

③児童虐待防止の体制強化や環境改善の

ため、児童相談所に備品等を整備

④子ども手当の手当額等の改正に伴う市

町村のシステム改修費を助成

新 認可外保育施設運営支 5,565 ○待機児童解消を推進するため、児童福祉 健康福祉部

[青少年家庭課]援事業 施設最低基準を満たす認可外保育施設の

運営費を助成

［助成率］2/3 (国1/3・県1/3)

［事業主体］市町村



(単位:千円)７ 福祉の充実
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

障がい者自立支援対策 73,945 ○障がい者の地域における自立に向けた環 健康福祉部

[障がい福祉課]臨時特例交付金事業 境の整備等を推進

（国基金事業） ①新体系に移行した事業者の報酬が移行

前の報酬を下回る場合に差額を助成

②重度障がい者訪問介護の利用促進を図

るため、国庫負担基準額を超過する市

町村の経費負担の一部を補助

③通所サービスの利用促進を図るため、

障害福祉サービス事業所等による送迎

サービスの実施に要する費用を助成

④電力需給対策に伴う企業等の就業時間

等の変更に対応するため、休日に開所

する障害福祉サービス事業所等の運営

経費を助成

ほか

しまね長寿の住まいリ 制度拡充 ○既存一戸建て住宅のバリアフリー改修工 土 木 部

［ ］フォーム助成事業 事に対する助成制度に、耐震対策工事を 建築住宅課

対象として加え、その経費の一部を助成

［助成額］工事費の23％(上限40万円）

［事業主体］

(財)島根県建築住宅センター



(単位:千円)８ その他
新

事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課
規

新 次期高速船（ポストレ 債務負担行 ○隠岐４町村（隠岐広域連合）による超高 地域振興部

[交通対策課]インボー）導入支援補 為 速船の導入に対し支援

助金 ［支援の概要］

・隠岐４町村が超高速船の取得等のため

に借入れる過疎対策事業債2,200,000

千円（概算事業費）の元利償還に係る

実負担額の2/3を助成

［債務負担行為の概要］

・設定期間：H24～37

・設定額（県支援額 ：474,404千円）

地域グリーンニューデ 17,263 ○県、市町村及び事業者等の行う地球温暖 環境生活部

[環境政策課]ィール基金事業 化対策や不法投棄対策等を推進

[廃棄物対策課]（国基金事業） ①県立施設の省エネ改修

②海岸漂着ごみの処理等の実施

③市町村が行う不法投棄・散乱ごみ監視

・回収の支援

防犯環境づくり交付金 8,846 ○通学路など防犯灯の設置が必要な箇所 環境生活部

[環境生活総務課]事業 で、自治会のエリア外など自治会では対

応が困難なもの等について、市町村が新

たに設置する場合の経費に対する助成枠

を拡充

[助 成 率]防犯灯設置に係る市町村の

実負担額の1/2

[整 備 数] 407灯（H23合計 1,539灯）

新 旧益田工業高等学校建 153,162 ○学校統合に伴い、未利用財産となってい 教育委員会

[教育施設課]物等解体撤去事業 る旧益田工業高等学校敷地の一部が市道

下本郷久城線拡幅工事用地に計画されて

いるため、支障となる建物等を解体撤去

[事業期間] H23～24

[債務負担行為]

・期 間 H24

・限度額 183,610千円



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

税務総合オンラインシ 29,195 ○税務に係る事務処理を適切に行うため、 総 務 部

［ ］ステムの改修 処理データのチェック機能の追加など、 税 務 課

税務総合オンラインシステムの改修を行

う。


